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【縦覧に供する場所】 

  
清水建設株式会社 横浜支店 

(横浜市中区吉田町65番地) 
  

清水建設株式会社 千葉支店 

(千葉市中央区富士見二丁目11番１号) 
  

清水建設株式会社 関東支店 

(さいたま市大宮区下町一丁目51番地) 
  

清水建設株式会社 名古屋支店 

(名古屋市中区錦一丁目３番７号) 
  

清水建設株式会社 大阪支店 

(大阪市中央区本町三丁目５番７号) 
  

清水建設株式会社 神戸支店 

(神戸市中央区磯上通四丁目１番13号) 
  

株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
  

株式会社名古屋証券取引所 

(名古屋市中区栄三丁目８番20号) 
  

株式会社大阪証券取引所 

(大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 
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 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので，提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。 

２ 売上高には，消費税等は含まれていない。 

３ 第109期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり，「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し，遡及処理している。 

  

 当第２四半期連結累計期間において，当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内

容について，重要な変更はない。なお，海外において投資開発事業を営むため，連結子会社シミ

ズ・インベストメント（アジア）社を当第２四半期連結累計期間に設立した。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第109期 

第２四半期 
連結累計期間 

第110期 
第２四半期 

連結累計期間 
第109期 

会計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日)

(自 平成23年４月１日  
 至 平成23年９月30日) 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日)

売上高 (百万円)  544,953  560,471  1,303,755

経常利益 (百万円)  7,051  9,130  18,815

四半期（当期）純利益 (百万円)  1,766  4,531  10,848

四半期包括利益又は包括利益 (百万円)  △13,966  △69  △4,732

純資産額 (百万円)  294,343  293,637  296,461

総資産額 (百万円)  1,405,947  1,330,370  1,423,613

１株当たり 
四半期（当期）純利益 

(円)  2.25  5.77  13.83

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益 

(円)  2.24  5.75  13.80

自己資本比率 (％)  20.4  21.9  20.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円)  19,633  △43,499  101,639

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円)  △8,990  △7,921  △17,605

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円)  △71,298  △7,786  △54,990

現金及び現金同等物の   
四半期末（期末）残高 

(百万円)  157,286  185,583  246,251

回次 
第109期 

第２四半期 
連結会計期間 

第110期 
第２四半期 

連結会計期間 

会計期間 
(自 平成22年７月１日 

  至 平成22年９月30日)
(自 平成23年７月１日 

  至 平成23年９月30日) 

１株当たり四半期純利益 (円)  0.08  2.33

２【事業の内容】
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  「第２ 事業の状況」に記載している金額には，消費税等は含まれていない。 

当第２四半期連結累計期間において，新たに発生した事業等のリスクはない。 

また，前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。 

 該当事項なし。 

(1) 業績の状況 

①業績等の概要 
 当第２四半期連結累計期間の日本経済は，東日本大震災の影響により，年度初めに生産・輸出
が大きく減少したが，サプライチェーンの復旧及び復興需要の顕在化の兆しが見られ，依然とし
て水準は低いものの，徐々に回復の兆候が表れ始めた。 

 建設業界においては，震災の影響により，新規設備投資が中止・先送りとなるものも出たが，
復旧・復興工事の出件が少しずつ始まるなど，業界全体の受注高は，大幅に減少した昨年からの
反動もあり前年同四半期連結累計期間を上回る水準で推移した。 
 このような状況のもと，当社グループの当第２四半期連結累計期間の売上高は，前年同四半期
連結累計期間に比べ2.8％増加し5,604億円となった。利益については，工事採算の低下に伴い完
成工事総利益が減少したものの，当社の大型投資開発プロジェクトの売上計上に伴う開発事業等
総利益の増加などにより，営業利益は前年同四半期連結累計期間に比べ17.1％増加し101億円，
経常利益は29.5％増加し91億円，四半期純利益は156.6％増加し45億円となった。 
 
 セグメントの業績は次のとおりである。（セグメントの業績については，セグメント間の内部
売上高又は振替高を含めて記載している。なお，セグメント利益は，四半期連結損益計算書の営
業利益と調整を行っている。） 

(当社建設事業) 
 当社建設事業の売上高は前年同四半期連結累計期間に比べ1.0％増加し4,739億円となり，セグ
メント利益は前年同四半期連結累計期間に比べ17.7％減少し75億円となった。 
 
(当社投資開発事業) 
 当社投資開発事業の売上高は前年同四半期連結累計期間に比べ83.1％増加し160億円となり，
セグメント利益は前年同四半期連結累計期間に比べ33億円増加し49億円となった。 
 
(その他)  
 報告セグメントに含まれていない，当社が営んでいるエンジニアリング事業や子会社が営んで
いる各種事業の売上高は前年同四半期連結累計期間に比べ0.3％減少し1,451億円となり，セグメ
ント利益は前年同四半期連結累計期間に比べ87.8％増加し23億円となった。 
  
②財政状態の分析 
(資産の部) 
 当第２四半期連結会計期間末の資産の部は，有価証券（譲渡性預金）や受取手形・完成工事未
収入金等などの減少により，前連結会計年度末に比べ932億円減少し１兆3,303億円となった。 
  
(負債の部) 
 当第２四半期連結会計期間末の負債の部は，支払手形・工事未払金等などの減少により，前連
結会計年度末に比べ904億円減少し１兆367億円となった。 
 なお，連結有利子負債の残高は3,885億円となり，前連結会計年度末に比べ49億円の減少とな
った。  
  

(純資産の部) 
 当第２四半期連結会計期間末の純資産の部は，その他有価証券評価差額金などの減少により，
前連結会計年度末に比べ28億円減少し2,936億円となった。また，自己資本比率は前連結会計年
度末に比べ1.3ポイント増加し21.9％となった。  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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③経営成績の分析 
(売上高) 
 当第２四半期連結累計期間の売上高は5,604億円となり，前年同四半期連結累計期間に比べ
2.8％増加した。 

 このうち，当社グループの建設事業の完成工事高は5,080億円となり，前年同四半期連結累計
期間に比べ1.8％増加した。また，当社グループの開発事業及びその他の事業の合計である開発
事業等売上高は524億円となり，前年同四半期連結累計期間に比べ13.8％増加した。 
 
(売上総利益) 
 当第２四半期連結累計期間の売上総利益は422億円となり，前年同四半期連結累計期間に比べ
3.1％増加した。 

 このうち，完成工事総利益は339億円となり，前年同四半期連結累計期間に比べ8.1％減少し
た。また，完成工事総利益率は6.7％となり，前年同四半期連結累計期間に比べ0.7ポイント減少
した。 

  開発事業等総利益は82億円となり，前年同四半期連結累計期間に比べ42億円増加した。 
 
(販売費及び一般管理費) 
 当第２四半期連結累計期間の販売費及び一般管理費は321億円となり，前年同四半期連結累計
期間に比べ１億円減少した。このうち，人件費は159億円，物件費は161億円である。 
 
(営業利益) 
 この結果，当第２四半期連結累計期間の営業利益は101億円となり，前年同四半期連結累計期
間に比べ17.1％増加した。また，当第２四半期連結累計期間の売上高営業利益率は1.8％となっ
た。 
 
(営業外損益) 
 当第２四半期連結累計期間の営業外収益は37億円となり，前年同四半期連結累計期間に比べ
5.6％減少した。また，営業外費用は48億円となり，前年同四半期連結累計期間に比べ14.5％減
少した。このうち，金融収支は前年同四半期連結累計期間に比べ３億円好転し，若干の受取超過
となった。 
 
(経常利益) 
 この結果，当第２四半期連結累計期間の経常利益は91億円となり，前年同四半期連結累計期間
に比べ29.5％増加した。また，当第２四半期連結累計期間の売上高経常利益率は1.6％となっ
た。  

  

(特別損益) 
 当第２四半期連結累計期間の特別利益は，固定資産売却益を計上したことにより21億円とな
り，前年同四半期連結累計期間に比べ11億円増加した。また，当第２四半期連結累計期間の特別
損失は，投資有価証券評価損などを計上したことにより14億円となり，前年同四半期連結累計期
間に比べ６億円減少した。 

  

(四半期純利益) 
 税金等調整前四半期純利益に法人税等及び少数株主損益を加減した結果，当第２四半期連結累
計期間の四半期純利益は45億円となり，前年同四半期連結累計期間に比べ156.6％増加した。ま
た，当第２四半期連結累計期間の売上高四半期純利益率は0.8％となった。  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況については，営業活動により434億
円，投資活動により79億円資金が減少し，財務活動により77億円の資金を使用した結果，現金及
び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末の残高は，前連結会計年度末に比べ606億円減少し
1,855億円となった。 
  
(営業活動によるキャッシュ・フロー) 
 営業活動によるキャッシュ・フローは，税金等調整前四半期純利益97億円を計上したが，仕入
債務の減少などにより434億円の資金減少となった。   
  
(投資活動によるキャッシュ・フロー) 
 投資活動によるキャッシュ・フローは，当社における本社新社屋の建設費などにより79億円の
資金減少となった。 
  
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 
 財務活動によるキャッシュ・フローは，長期借入金の返済などにより77億円の資金減少となっ
た。  
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において，当社グループが対処すべき課題について重要な変更はな
い。 

(4) 研究開発活動 

 当第２四半期連結累計期間における研究開発費は32億円である。なお，当第２四半期連結累計
期間において，当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。 
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① 【株式の総数】 

② 【発行済株式】 

  

    該当事項なし。  

  

      該当事項なし。  

  

 該当事項なし。  
  

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式  1,500,000,000

計  1,500,000,000

種類 
第２四半期会計期間末

現在発行数(株) 
(平成23年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成23年11月９日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  788,514,613  788,514,613

東京証券取引所 
(市場第１部) 
名古屋証券取引所 
(市場第１部) 
大阪証券取引所 
(市場第１部) 

権利内容に何ら限定の

ない株式であり，単元

株式数は1,000株であ

る。 

計  788,514,613  788,514,613 ― ― 

(2)【新株予約権等の状況】

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4)【ライツプランの内容】

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

（株） 

発行済株式
総数残高
（株） 

資本金増減額
  

（百万円） 

資本金残高 
  

（百万円） 

資本準備金
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

 平成23年７月１日～ 
 平成23年９月30日 

 ―  788,514,613  ―  74,365  ―  43,143
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 (注)１ 社会福祉法人清水基金とは，元社長故清水康雄の遺志により，当社株式を基本財産とし，その配当金を心身 

 障害者施設に寄付することを目的として設立された法人である。 

    ２  ＳＳＢＴ ＯＤ０５ ＯＭＮＩＢＵＳ ＡＣＣＯＵＮＴ － ＴＲＥＡＴＹ ＣＬＩＥＮＴＳは，香港上海 

     銀行東京支店を常任代理人としている。 

   ３ 三井住友トラスト・ホールディングス株式会社から平成23年４月20日付で大量保有報告書，平成23年６月 

     ６日付で変更報告書の提出があり，平成23年５月31日現在で住友信託銀行株式会社他２名の共同保有者が 

     以下のとおり当社株式を保有している旨の報告を受けているが，当社として当第２四半期会計期間末現在 

     における実質所有株式数の確認ができないため，上記大株主の状況は株主名簿によっている。  

(6)【大株主の状況】

   （平成23年９月30日現在）

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(千株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

清水地所株式会社 東京都中央区京橋二丁目18番４号 60,129  7.63

社会福祉法人清水基金 東京都中央区日本橋三丁目12番２号 38,100  4.83

日本マスタートラスト信託銀行  
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 32,480  4.12

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号  31,611  4.01

清水建設持株会 東京都港区芝浦一丁目２番３号 22,352  2.83

一般財団法人住総研  東京都世田谷区船橋四丁目29番８号 17,420  2.21

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 16,197  2.05

ＳＳＢＴ ＯＤ０５ 
ＯＭＮＩＢＵＳ ＡＣＣＯＵＮＴ－
ＴＲＥＡＴＹ ＣＬＩＥＮＴＳ  

オーストラリア連邦 シドニー市 13,196  1.67

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社（信託口４） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号  12,229  1.55

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号  10,564  1.34

計 ― 254,281  32.25

氏名又は名称  住所  
所有株式数 

（千株）  

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合(％) 

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号   11,479   1.46

中央三井アセット信託銀行  

株式会社 
東京都港区芝三丁目23番1号   17,491   2.22

日興アセットマネジメント 

株式会社  

東京都港区赤坂九丁目７番１号 

ミッドタウン・タワー  
  14,725   1.87

計 ―   43,695   5.54
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①【発行済株式】 

（注） 完全議決権株式(その他)の株式数には，株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式 

    1,000株を含めている。なお，議決権の数には，これらの株式に係る議決権を含めていない。 

  

②【自己株式等】 

（注） このほか，株主名簿上は当社名義となっているが，実質的に所有していない株式が1,000株ある。 

    当該株式数は上記「発行済株式」の完全議決権株式(その他)の株式数に含めている。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後，当四半期累計期間において，役員の異動はない。   

  

  

  

  

(7)【議決権の状況】

  （平成23年９月30日現在）

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 

普通株式 

 2,464,000

―   単元株式数1,000株 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

 782,843,000
 782,842  同上 

単元未満株式 
普通株式 

 3,207,613
― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数  788,514,613 ― ― 

総株主の議決権 ―  782,842 ― 

  （平成23年９月30日現在）

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 

所有株式数
（株） 

他人名義 
所有株式数

（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
清水建設株式会社 

東京都港区芝浦一丁目２番３号 2,464,000  ―  2,464,000  0.31

計 ― 2,464,000  ―  2,464,000  0.31

２【役員の状況】
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１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は，「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規

則」（平成19年内閣府令第64号 最終改正平成23年８月31日）に準拠して作成し，「建設業法施

行規則」（昭和24年建設省令第14号 最終改正平成22年10月15日）に準じて記載している。 

  

２ 監査証明について 

 当社は，金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき，第２四半期連結会計期間（平成23

年７月１日から平成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平

成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について，新日本有限責任監査法人による四半

期レビューを受けている。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 136,251 118,583

受取手形・完成工事未収入金等 369,349 338,119

有価証券 110,000 67,000

未成工事支出金 134,780 138,610

たな卸不動産 ※1  63,530 ※1  61,838

ＰＦＩ事業等たな卸資産 ※2  47,983 ※2  48,372

その他 107,375 97,155

貸倒引当金 △4,952 △1,449

流動資産合計 964,318 868,231

固定資産   

有形固定資産   

土地 133,509 139,653

その他（純額） 81,932 83,890

有形固定資産合計 215,441 223,543

無形固定資産 4,021 3,846

投資その他の資産   

投資有価証券 209,544 202,179

その他 37,250 39,014

貸倒引当金 △6,963 △6,444

投資その他の資産合計 239,832 234,749

固定資産合計 459,295 462,139

資産合計 1,423,613 1,330,370

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 363,856 293,497

短期借入金 161,035 165,309

1年内返済予定のプロジェクトファイナンス借
入金

※3  3,106 ※3  5,866

未成工事受入金 156,900 150,955

完成工事補償引当金 2,535 2,542

工事損失引当金 21,065 19,279

その他 81,353 78,054

流動負債合計 789,853 715,503

固定負債   

社債 70,000 70,000

長期借入金 127,718 113,404

プロジェクトファイナンス借入金 ※4  31,643 ※4  33,978

退職給付引当金 54,985 55,161

関連事業損失引当金 2,643 2,436

その他 50,307 46,247

固定負債合計 337,298 321,228

負債合計 1,127,151 1,036,732
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 74,365 74,365

資本剰余金 43,143 43,143

利益剰余金 134,887 136,667

自己株式 △1,483 △1,485

株主資本合計 250,912 252,690

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 26,677 22,357

繰延ヘッジ損益 △69 △94

土地再評価差額金 20,291 20,291

為替換算調整勘定 △4,335 △4,485

その他の包括利益累計額合計 42,564 38,068

少数株主持分 2,985 2,878

純資産合計 296,461 293,637

負債純資産合計 1,423,613 1,330,370
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

売上高   

完成工事高 498,874 508,046

開発事業等売上高 46,079 52,425

売上高合計 544,953 560,471

売上原価   

完成工事原価 461,909 474,061

開発事業等売上原価 42,062 44,141

売上原価合計 503,971 518,203

売上総利益   

完成工事総利益 36,965 33,984

開発事業等総利益 4,016 8,283

売上総利益合計 40,981 42,268

販売費及び一般管理費 ※1  32,303 ※1  32,104

営業利益 8,678 10,163

営業外収益   

受取利息 339 413

受取配当金 1,847 1,936

その他 1,809 1,421

営業外収益合計 3,995 3,771

営業外費用   

支払利息 2,481 2,278

その他 3,141 2,526

営業外費用合計 5,622 4,804

経常利益 7,051 9,130

特別利益   

固定資産売却益 35 2,126

株式受贈益 948 －

特別利益合計 984 2,126

特別損失   

固定資産売却損 31 3

投資有価証券評価損 548 1,472

減損損失 1,578 －

特別損失合計 2,159 1,475

税金等調整前四半期純利益 5,877 9,781

法人税等 4,471 5,327

少数株主損益調整前四半期純利益 1,405 4,453

少数株主損失（△） △360 △77

四半期純利益 1,766 4,531
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,405 4,453

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △15,003 △4,314

繰延ヘッジ損益 2 △26

為替換算調整勘定 △344 △172

持分法適用会社に対する持分相当額 △26 △9

その他の包括利益合計 △15,371 △4,523

四半期包括利益 △13,966 △69

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △13,566 35

少数株主に係る四半期包括利益 △400 △104
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 5,877 9,781

減価償却費 5,015 4,589

減損損失 1,578 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △73 △4,016

工事損失引当金の増減額（△は減少） △3,094 △1,786

退職給付引当金の増減額（△は減少） △74 176

固定資産売却損益（△は益） 25 △1,051

投資有価証券評価損益（△は益） 548 1,472

投資有価証券売却損益（△は益） △29 △1,071

受取利息及び受取配当金 △2,186 △2,349

支払利息 2,481 2,278

売上債権の増減額（△は増加） 90,216 23,559

未成工事支出金の増減額（△は増加） 7,480 △3,830

たな卸不動産の増減額（△は増加） △3,477 △7,731

ＰＦＩ事業等たな卸資産の増減額（△は増加） △3,298 △388

仕入債務の増減額（△は減少） △63,368 △69,389

未成工事受入金の増減額（△は減少） 7,130 △5,930

その他 △18,303 18,009

小計 26,447 △37,679

利息及び配当金の受取額 2,366 2,521

利息の支払額 △2,862 △2,290

法人税等の支払額 △6,317 △6,051

営業活動によるキャッシュ・フロー 19,633 △43,499

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △5,702 △9,464

有形固定資産の売却による収入 41 1,858

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △3,729 △2,487

有価証券及び投資有価証券の売却による収入 248 1,656

その他 151 514

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,990 △7,921

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 10,578 5,580

長期借入れによる収入 13,900 1,024

長期借入金の返済による支出 △37,499 △16,592

プロジェクトファイナンス借入れによる収入 6,239 7,202

プロジェクトファイナンス借入金の返済による支
出

△1,590 △2,107

社債の償還による支出 △60,000 －

配当金の支払額 △2,751 △2,751

その他 △174 △142

財務活動によるキャッシュ・フロー △71,298 △7,786

現金及び現金同等物に係る換算差額 △715 △1,458

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △61,372 △60,667

現金及び現金同等物の期首残高 218,659 246,251

現金及び現金同等物の四半期末残高 157,286 185,583
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 

至 平成23年９月30日） 

  連結の範囲の重要な変更  第１四半期連結会計期間から子会社となった１社を連結の範囲に含めて

いる。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 

至 平成23年９月30日） 

  税金費用の計算  税金費用については，当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り，税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。  

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間 

（自 平成23年４月１日 
  至 平成23年９月30日）  

 （会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

  第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から，「会計上の変更及び 

 誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に 

 関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用している。  
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（平成23年９月30日） 

１ ※１ たな卸不動産の内訳 １ ※１ たな卸不動産の内訳 

  百万円

販売用不動産  49,066

開発事業支出金  14,463

  百万円

販売用不動産  37,952

開発事業支出金  23,885

    

２ ※２ ＰＦＩ事業等たな卸資産の内訳 ２ ※２ ＰＦＩ事業等たな卸資産の内訳 

  百万円

商品  774

材料貯蔵品  580

ＰＦＩ事業等支出金  46,628

  百万円

商品  1,180

材料貯蔵品  573

ＰＦＩ事業等支出金  46,618

    

３ 下記の関係会社等の借入金について保証を行ってい 

 る。 

３ 下記の関係会社等の借入金について保証を行ってい 

 る。 

  百万円

㈱幕張テクノガーデン  538

その他  1,693

   計  2,231

  百万円

㈱幕張テクノガーデン  538

その他  1,429

   計  1,968

なお，上記金額は他社の分担保証額を除く連結会社負

担額である。 

なお，上記金額は他社の分担保証額を除く連結会社負

担額である。 

    

４ ※３，※４ 

     「プロジェクトファイナンス借入金」は，Ｐ 

    ＦＩ事業を営む連結子会社が当該ＰＦＩ事業を 

    担保に金融機関から調達したノンリコースロー  

    ンである。 

      

４ ※３，※４ 

     同左 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 

至 平成23年９月30日） 

１ ※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

は，次のとおりである。 

１ ※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

は，次のとおりである。 

  百万円

従業員給料手当 

  

 

 

11,099

  百万円

従業員給料手当 

  

 

 

11,222

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 

至 平成23年９月30日） 

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  百万円

現金預金勘定 

有価証券勘定（譲渡性預金）  

 

 

116,286

41,000

現金及び現金同等物  157,286

  百万円

現金預金勘定 

有価証券勘定（譲渡性預金）  

 

 

118,583

67,000

現金及び現金同等物  185,583
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 前第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

 （１）配当金支払額 

 （２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち，配当の効力発生日が当第２四半期連結会計  

     期間末後となるもの 

  

 当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 

 （１）配当金支払額 

 （２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち，配当の効力発生日が当第２四半期連結会計  

     期間末後となるもの 

  

（株主資本等関係）

（決議） 
株式の種類 配当金の総額

１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  2,751百万円  ３円50銭 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金 

（決議） 
株式の種類 配当金の総額

１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年11月10日 

取締役会 
普通株式  2,750百万円  ３円50銭 平成22年９月30日 平成22年12月２日 利益剰余金 

（決議） 
株式の種類 配当金の総額

１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 2,751百万円 ３円50銭 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金 

（決議） 
株式の種類 配当金の総額

１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年11月８日 

取締役会 
普通株式 2,751百万円 ３円50銭 平成23年９月30日 平成23年12月２日 利益剰余金 
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前第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１ セグメント利益は，四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

   ２ 「その他」の区分は，報告セグメントに含まれない事業セグメントであり，当社が営んでいるエ

ンジニアリング事業や子会社が営んでいる各種事業を含んでいる。 

   ３ セグメント利益の調整額△3,337百万円は，セグメント間取引消去等である。  

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１ セグメント利益は，四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

   ２ 「その他」の区分は，報告セグメントに含まれない事業セグメントであり，当社が営んでいるエ

ンジニアリング事業や子会社が営んでいる各種事業を含んでいる。 

   ３ セグメント利益の調整額△4,698百万円は，セグメント間取引消去等である。  

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：百万円）

  当社建設  当社投資開発
その他 
(注２)  

合計 
調整額 
（注３）  

四半期連結損益
計算書計上額

売上高             

外部顧客への売上高  458,042  8,719  78,192  544,953  －  544,953

セグメント間の内部 
売上高又は振替高  11,105  68  67,463  78,637  △78,637  －

計  469,148  8,787  145,655  623,591  △78,637  544,953

セグメント利益（注１）  9,213  1,561  1,239  12,015  △3,337  8,678

  （単位：百万円）

  当社建設  当社投資開発
その他 
(注２)  

合計 
調整額 
（注３）  

四半期連結損益
計算書計上額

売上高             

外部顧客への売上高  466,921  16,024  77,525  560,471  －  560,471

セグメント間の内部 
売上高又は振替高  6,986  68  67,660  74,715  △74,715  －

計  473,907  16,093  145,186  635,187  △74,715  560,471

セグメント利益（注１）  7,582  4,952  2,327  14,862  △4,698  10,163
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 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎，潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は，以下

のとおりである。 

  

  

 平成23年11月８日開催の取締役会において，当期中間配当に関し，次のとおり決議した。 

 （１）中間配当による配当金の総額………………2,751百万円 

 （２）１株当たりの金額……………………………３円50銭 

（１株当たり情報）

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 

至 平成23年９月30日） 

(1）１株当たり四半期純利益 円 2.25 円 5.77

（算定上の基礎）     

四半期純利益（百万円）  1,766  4,531

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  1,766  4,531

普通株式の期中平均株式数（千株）  784,588  784,717

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 円 2.24 円 5.75

（算定上の基礎）     

四半期純利益調整額（百万円） 

（関連会社における新株予約権が，権利行使さ

れた場合の持分法投資利益減少額）  

 △12  △16

普通株式増加数（千株）  －  －

希薄化効果を有しないため，潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で，前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要 

― ― 

（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年７月１日 

至 平成23年９月30日） 

（無担保普通社債の発行）  

当社は，平成23年10月24日開催の取締役会において，無担保普通社債の発行について以下のとおり包括決議し

た。  

(1) 発行総額  300億円以内 

   ただし，複数回に分割して発行することができる。 

(2) 発行価額  額面100円につき金100円 

(3) 利率  年1.5%以下 

(4) 払込期日  取締役会承認後から平成24年９月末日まで 

(5) 償還期限  ５年以上10年以下 

(6) 償還方法  満期一括償還 

(7) 資金使途  社債償還及び借入金返済 

(8) 発行条件の決定 

  

 上記各項目記載の範囲内において，具体的な発行条件の決定は財務担当取締役に一任 

 する。 

  

２【その他】
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該当事項なし。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

- 20 -



  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年11月９日

清水建設株式会社 

取締役社長 宮本 洋一殿 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 渡邉  秀俊  ㊞ 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 大山  修  ㊞ 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 岸   洋平  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている清水建設株式会

社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成

23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、清水建設株式会社及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

(注)１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期 

        報告書提出会社）が別途保管している。  

  ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。 
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